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Tsu-Hurng Yeh台湾における交通安全政策と規制の変遷（1950 年～2010 年） 

1. 序論 

1950～1960 年代には、台湾の交通安全上の課題と対策の発展に関して注意が払われていなかっ

た。1970 年代になるまで、事故件数、道路の分類、車両の種類別登録数および免許数といった重要

なデータの十分な記録はない。台湾の交通システムには大多数の先進国にはない特徴がある。そ

れは二輪車が車両総数の 3 分の 2 を占めていることである。そしてこれが交通の行政管理をいっそう

困難にしている。本稿は、政府統計、報告書、研究文献を総合し、台湾における交通安全対策の発

達についてひとつの知見を提出することを目的としている。最初に、人口組成、道路の種類、車両の

所有、運転免許といった交通関連データの変化を概観する。次に、道路の種類、移動形態

(transport modes)、性別・年齢別死亡者・負傷者数を分析する。さらに、交通安全業務を担当する諸

機関とその機構を紹介する。最後に、台湾において交通安全問題の進展に効果があると考えられる

いくつかの交通安全対策について論じる。 

 

 

2. 基礎データ 

2.1 人口 

2010年の台湾の人口は2,320万人、人口密度は645人／㎞2である。図1からわかるとおり、過去40年

間の総人口の年平均増加率は約0.9％であり、1970年代以降、人口数の男女差は縮小している（詳

細な数値は付録1に掲載）。2010年、台湾の国民1人あたり年間所得は19,155米ドルに達した。40年

間で約50倍となった計算であり、これが車両台数の増大をもたらしている。人口の年齢構成もまた、

近年変化している（表1参照）。台湾は1993年に高齢化社会（65歳以上の人口が総人口の7％を超え

る）に突入した。この高齢化指数は2010年には10.8％であり、2017年に14％（高齢社会）、2025年に

20％（超高齢社会）になると予測されている（Council for Economic Planning and Development, 2010）。

これは今後我々が高齢者の交通安全問題に関していっそう深刻な課題に直面することを意味する。 
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図 1 1974 年～2010 年の人口増加 

出典：Ministry of the Interior (2011) 

 

表 1 台湾の年齢別人口構成 

年次 0-14 歳 15-64 歳 65 歳以上 

2000 21.10％ 70.30％ 8.60％ 

2001 20.80％ 70.40％ 8.80％ 

2002 20.40％ 70.60％ 9.00％ 

2003 19.80％ 71.00％ 9.20％ 

2004 19.30％ 71.20％ 9.50％ 

2005 18.70％ 71.60％ 9.70％ 

2006 18.10％ 71.90％ 10.00％ 

2007 17.60％ 72.20％ 10.20％ 

2008 17.00％ 72.60％ 10.40％ 

2009 16.30％ 73.10％ 10.60％ 

2010 15.70％ 73.50％ 10.80％ 

出典：Ministry of the Interior (2011) 

2.2 道路の種類 

台湾の道路は大きく 5 種に分類される。高速公路(freeway)、省道(provincial roads)、県道(county 

roads)、郷道(rural roads)、市区道路(urban roads)である。通例、高速公路と省道は中央政府が建

設・補修を行う。これに対し、県道・郷道・市区道路は 23 の地方自治体が建設・補修を行う。図 2 から

わかるとおり、総延長が高い増加率を示しているのは市区道路のみであり、他の 4 種の道路の 2000

～2010 年の増加率はきわめて緩慢である。概して都市間輸送を担う高速公路と省道は走行速度が

速く、高速公路はおおよそ時速 100～110 キロ、省道は時速 70～90 キロである（つまり快速公路

(expressways)は省道である）。これに対し、県道・郷道・市区道路は最高制限速度が時速 40～60 キ

ロと遅く、市内移動用という位置づけである。2010 年、高速公路が 993 キロメートル、省道が 4,984 キ
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ロメートル、県道が 3,544 キロメートル、郷道が 11,765 キロメートル、市区道路が 19,701 キロメートル

に達した。道路の総延長に関する詳細な数値は付録 2 に掲載している。  

 

図 2 1966 年～2010 年における道路の種類と総延長 

出典：Ministry of Transportation and Communications (2011) 

2.3 車両登録と運転免許 

2.3.1 車両登録 

道路交通法規は車両をバス、大型トラック、乗用車、小型トラック、二輪車を含むものと定めている。

二輪車を除いた残りの四輪以上の車両は自家用と事業用とに分かれ、職業的運転者のみが職業別

免 許 証 で 認 定 さ れ た 事 業 用 車 両 を 運 転 す る こ と が で き る (Ministry of Transportation and 

Communications, 2008)。 

二輪車は 1950 年代初期に全登録車両の約 20％を占めていた。その後 1960 年代初期に 60％ ま

で上昇、さらに台湾の好況とともに 1970 年代には 85％を超えた。それ以降も登録車両全体の 3 分の

2 の水準を保っている（図 2 参照。詳細については付録 3 参照）。2010 年、登録数は二輪車が約

1,484 万 5 千台、乗用車が 580 万 3 千台である。この 40 年間で二輪車台数は 18 倍になった。人口

1,000 人当たり 641 台という高い所有率でありながら、2000 年以降も年平均 2.6％の増加率を維持し

ている。しかしながら、軽型(light-typed)二輪車（50 cc 未満の原動機付自転車）は 2000 年に全二輪

車の約 40％を占めていたが、2010 年には 25％まで減少している。2003～2010 年では 19％の減少、

年 平 均 減 少 率 は 2.7 ％ で あ っ た 。 こ れ は 近 年 、 環 境 保 護 署 (Environmental Protection 

Administration; EPA)の定める 2 サイクルエンジンの二輪車（ほとんどが軽型）の排気基準が厳しくな

ったことと関係があるかもしれない。 

1960 年代～1970 年代という早い時期に増加した二輪車と異なり、自動車の総数は 1980 年代以降、
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着実な増加を示している。自動車 4 種のうち、乗用車は過去 30 年間に 10.5 倍に増加した。これに対

し、同じ期間に小型トラックは 2.9 倍、大型トラックは 1.4 倍、バスは 0.5 倍の増加であった（図 4 参

照）。 

 

図 3 1970 年以降の二輪車と自動車の構成比と増加  

出典： Ministry of Transportation and Communications (2011) 

 

図4 1980年以降の自動車の構成比と増加 

出典： Ministry of Transportation and Communications (2011) 
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2.3.2 運転免許 

道路交通規則は、運転免許を職業的使用か私的使用かに応じて定義している。職業的運転者の方

が免許取得の教習と試験が厳しく、医学的審査基準も厳しい。また職業的運転者は規定の営業車

種ごとに年齢の上限が決まっている。例えば大型の営業車両の職業用免許は 65 歳までとの制限が

あるが、タクシーの職業用免許は 68 歳までとなっている。図 5 を見ると、この 20 年間、職業用運転免

許の登録数が一定数を保っているのに対し、私的使用の運転免許および二輪車免許の登録数は

倍増と言えるほどの増加を示したことがわかる（詳細な数値は付録 4 参照）。 

台湾の二輪車免許制度は、二輪車を、エンジン排気量に応じて軽型機車(mopeds：エンジン排気量

50 cc 未満）、重型機車(light motorcycles：50 cc ～250 cc）、大型重型機車(heavy motorcycles：250 

cc を超える）に分けている。車両の速度および出力(power)についての付加的な制限はなく、エンジ

ン排気量のみが分類基準である（Ministry of Transportation and Communications, 2008）。軽型機車

と重型機車の免許は取得可能年齢の下限が 18 歳であるが、大型重型機車は 20 歳である。軽型機

車と重型機車は免許取得試験の前に健康診断を必要とするが、運転経験は必要ではなく、教習の

義務もない。軽型機車免許は学科試験に合格するだけで、また重型機車免許は学科試験と実技試

験に合格すれば取得できる。これに対し大型重型機車免許の取得には、重型機車免許を少なくとも

1 年以上もっていることが必要であり、学科試験と実技試験に合格する前に自動車教習所において

32 時間の教習を受けることが義務づけられている。軽型機車と重型機車には教習の義務がないた

め、ほとんどの運転者は経験と技能を自己学習で身につける。 

 

図 5 1990 年以降の運転免許の構成比と増加  

出典：Ministry of Transportation and Communications (2011) 
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3. 交通事故の概要 

道路交通事故は A1、A2、A3 の三種に分類されている。2000 年改定の最新の定義では、24 時間以

内に 1 人以上の死亡者が発生した事故を A1、1 人以上の負傷者が発生した事故を A2、物的損害の

みが発生した事故を A3 とする。従来の定義との違いは、従来の定義が 1 人以上の死亡者（事故後

24 時間以内）が発生した、あるいは 1 人以上の重傷者が発生したものを A1 事故としていた点にある。

しかしながら、台湾の警察公表の事故データベース「道路事故調査・報告システム (Road Accident 

Investigation and Reporting System; RAIRS) 」のデータには A1 と A2 の事故しか記録されていなか

った。RAIRS は 1985 年より機能しているが、完全な記録があるのは A1 事故のデータのみである。A2

事故のデータは 1998 年までは公式には記録されておらず、A3 事故のデータにいたっては 2010 年

末の時点でも未だ RAIRS に組み入れられていなかった。 

本稿においては、国際比較のため、事故後 24 時間以内の死亡者数を記録した A1 データのほかに、

医療機関が公表した交通事故死亡者の数値と、台湾における推定 30 日死亡者数とを適用している。 

3.1 死傷事故の動向 

図 6 は 1966 年から 2010 年までの A1 と A2 の数値を示している。交通事故の死亡者数は 1960 年

代半ばに約 1,000 人であり、その後増加して 1970 年代半ばに 3,000 人、1980 年代半ばには 4,000

人を超え、ピークを迎えた。さらにその後の 20 年間は 2,500 人と 3,500 人の間を推移、2010 年には

2,000 人に近づきつつある。つまり、事故による死者は 2000 年以降減少していることになる。他方、

事故発生件数と負傷者数は 2001 年から 2010 年の間に急増した。なぜ A2 のデータがこれほど急激

に上昇したかについては検討の余地がある。A2 のデータ記録が充実してきたこと、あるいは事故件

数が増加したことが原因である可能性がある。事故データの詳細な数値は付録 5 に掲載している。 

 

図 6 1966～2010 年の死傷事故の動向 

出典：Ministry of Transportation and Communications (2011) 
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UN/ECE (2003)によれば、道路交通事故死亡者の最もよく引用される定義は「負傷事故によってた

だちにあるいは 30 日以内に死亡した者」というものである。比較として台湾の交通事故死亡者を明ら

かにするために、我々は別のデータソースを用いている。当報告書では、警察が発表した A1 事故の

24 時間以内の死亡者に加え、医療機関が発表した 30 日以内の推定死亡者も用いた。30 日以内の

推定死亡者数は、2003 年以降、運輸研究所(Institute of Transportation; IOT)が提出している。IOT

は警察発表の A1 および A2 のデータと医療機関の死亡診断書のデータを組み合わせ、最終的に

30 日以内に死亡した負傷した被害者を特定している。 

表 2 を見ると、2003～2009 年に関して、医療機関の報告した死亡者数が警察の発表した A1 事故 24

時間以内死亡者数の約 1.6～1.8 倍であり、また 30 日以内の推定死亡者が同じく警察発表の A1 事

故 24 時間以内死亡者数に対して 1.4～1.6 倍の調整係数を示したことがわかる。医療機関発表の

データによれば、死亡者数は 1988 年～1989 年に 7,500 人を超え、これがピークとなった（図 7 参照）。

医療機関発表の死亡者と警察発表の死亡者との調整係数は 1991～1999 年には 2 を超えていた。

これはこの期間、警察発表の死亡者数がかなり少なく見積もられていたらしいことをうかがわせる。長

期的に見ると、医療機関発表の死亡者は 1996 年以降減少傾向にあるが、警察発表の 24 時間以内

死亡者は 1991～2006 年に増減を繰り返したあと、2007 年以降大幅な減少を示している。過去 20 年

余りの間に人口と車両台数が着実に増加したにもかかわらず、医療機関発表の事故死亡者は半減

した。 
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表 2 警察発表の死亡者・医療機関発表の死亡者・推定死亡者 

年次 

警察発表の死亡者 

（24 時間以内） 

(1)  

医療機関発表の 

死亡者 

(2) 

調整係数

(2)/(1) 

推定死亡者  

（30 日以内） 

(3) 

調整係数

(3)/(1)

1966 948 ─ ─ ─ ─ 

1971 1,780 ─ ─ ─ ─ 

1976 3,087 ─ ─ ─ ─ 

1981 3,840 ─ ─ ─ ─ 

1986 4,139 6,270 ─ ─ ─ 

1987 ─ 7,034 ─ ─ ─ 

1988 ─ 7,524 ─ ─ ─ 

1989 ─ 7,584 ─ ─ ─ 

1990 ─ 7,333 ─ ─ ─ 

1991 3,305 7,322 2.22 ─ ─ 

1992 2,717 7,216 2.66 ─ ─ 

1993 2,349 7,367 3.14 ─ ─ 

1994 3,094 7,250 2.34 ─ ─ 

1995 3,065 7,427 2.42 ─ ─ 

1996 2,991 7,077 2.37 ─ ─ 

1997 2,735 6,516 2.38 ─ ─ 

1998 2,507 5,903 2.35 ─ ─ 

1999 2,392 5,526 2.31 ─ ─ 

2000 3,388 5,420 1.60 ─ ─ 

2001 3,344 4,787 1.43 ─ ─ 

2002 2,861 4,322 1.51 ─ ─ 

2003 2,718 4,389 1.61 3,714 1.37 

2004 2,634 4,735 1.80 3,948 1.50 

2005 2,894 4,735 1.64 4,358 1.51 

2006 3,140 4,637 1.48 4,411 1.40 

2007 2,573 4,007 1.56 3,756 1.46 

2008 2,224 3,646 1.64 3,459 1.56 

2009 2,092 3,464 1.66 3,219 1.54 

2010 2,047 3,515 1.72 ─ ─ 

出典： Institute of Transportation (2011a) , Department of Health (2011) 
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図 7 警察発表の死亡者・推定死亡者・医療機関発表の死亡者の比較 

出典：Ministry of the Interior (2011), Department of Health (2011), Institute of Transportation 

(2011a) , Ministry of Transportation and Communications (2011) 

3.2 道路の種類・移動形態・被害者の年齢別死傷事故 

3.2.1 死亡者および負傷者の移動形態別割合 

警察発表の死亡者数に基づいて、1999～2009 年の各移動形態ごとの死亡者数・負傷者数を分析し

た。2009 年、交通事故による二輪車運転者の死亡者は 1,186 人余り（全死亡者数の 57％）、負傷者

は 179,000 人余り（全負傷者数の 73％）であった（詳細な数値は付録 6 に掲載）。図 8 と図 9 から、

死亡者・負傷者ともに二輪車運転者の割合が最も大きいことがわかる。1999～2009 年の年平均で、

二輪車運転者の死亡者は全死亡者の 50％を占めた。また二輪車運転者の死亡率は 1999 年に

39％、2009 年には 57％に達した。負傷者についてもまた、二輪車運転者は全負傷者の中で大きな

割合を占めている。1999～2009 年の年平均で 70％、1999 年から 2009 年までに 60％から 73％に増

大した。したがって、台湾において二輪車の安全性の向上は喫緊の課題なのである。 

死亡者に関しては、過去 10年間の平均で、歩行者が二番目に高い割合を占めている（約14％）。三

番目が同乗者（すべての移動形態）（約 13％）、次いで乗用車運転者（約 11％）、自転車運転者（約

6％）の順である。負傷者に関しては、1999～2009 年、同乗者（すべての移動形態）が二番目（約

14％）、乗用車運転者が三番目（約 6％）、そのあと歩行者（約 5％）、自転車運転者（約 4％）と続く。 
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図 8 1999 年～2009 年における死亡者の移動形態別割合 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

図 9 1999 年～2009 年における負傷者の移動形態別割合 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

3.2.2 道路の種類・移動形態・被害者の年齢別死亡率 

すでに述べたとおり、近年死亡者数は減少傾向にある。死亡率の変化の様子をさらに詳しく見るた
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の年齢集団ごとの死亡率を計算した。利用できたのは警察発表の 24 時間以内の死亡者データのみ
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(county roads) の死亡率が高いのは、これらの道路の走行速度の速さが原因かもしれない。 

 

 

図 10 1999 年～2009 年における道路の種類別死亡率 

出典： Institute of Transportation (2011b) 
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大型トラック運転者 5.67 人、バス運転者 7.23、二輪車運転者 8.12 人であった。これは、すべての移
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図 11 1999 年～2009 年における車両の種類別死亡率 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

さらに我々は、各種移動形態の運転者・同乗者の死亡率を性別・年齢集団別に調べた（図 12～17

に示した）。図 12 を見ると、男性の乗用車運転者（特に 18～64 歳）は同じ年齢集団の女性の乗用車

運転者に比べて高い死亡率を示している。またこの 18～64 歳の男性乗用車運転者は、過去 10 年

間に死亡率に関して明らかに減少傾向を示している。さらに、1999～2006 年には 18～24 歳の男性

乗用車運転者が圧倒的に高い死亡率を記録したが、2007 年以降、25～64 歳の男性運転者が第一

位となっている。 

同じ性別・年齢集団どうしで比べたとき、人口 10 万人あたりの死亡者数は、二輪車運転者（図 13）が

他のすべての運転者・同乗者（図 12 および図 14～17）より多い。例えば、男性 18～24 歳の二輪車

運転者の人口 10 万人あたりの死亡者が 14.5 人であるのに対し、同じく男性 18～24 歳の乗用車運

転者ではそれが 1.6 人であるに過ぎない。また同じ年齢集団で比べたとき、男性二輪車運転者は女

性二輪車運転者より高い死亡率を示している。65 歳以上の男性二輪車運転者が、交通事故におけ

る死亡のリスクが最も高い。これはおそらく、彼らの身体的虚弱さと外傷に対する抵抗力の低さのゆ

えである。高齢二輪車運転者の問題のほかに、13～17 歳の男性二輪車運転者がすべての女性二

輪車運転者より高いリスクを有するということがある。台湾では 18 歳未満の若者の二輪車の無免許

運転が深刻な問題となっている。この 10 年間のデータを見る限り、二輪車運転者の性別年齢集団ご

との死亡率はほとんど変動がない。 

高齢の自転車運転者は若年の自転車運転者より死亡率が高い（図 14）。65 歳以上の男性の自転車

運転者が死亡率が最も高く、65 歳以上の女性の自転車運転者がこれに続く。しかし両者の差は近

年縮小しつつある。歩行者では、自転車運転者と同様、男女の高齢歩行者が若年者より高い死亡

率を示している（図 15）。人口当たりの高齢歩行者の死亡率は高齢自転車運転者の死亡率より高い。
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また 65 歳以上の女性歩行者の死亡率は、65 歳以上の男性歩行者より若干高い。しかし、2003 年、

高齢歩行者の死亡率は男女とも減少傾向を示した。 

乗用車と二輪車の同乗者に関しては、どちらも一定の傾向を読み取るのは困難である（図 16 および

図 17）。18～24 歳の乗用車同乗者は、2003～2008 年、比較的高い死亡率を示しているように見える。

しかし 18～24 歳の男性の二輪車同乗者もまた 1999～2003 年、比較的高い死亡率を示しているよう

に見える。また 2005 年以降は 18～24 歳の女性二輪車同乗者の死亡率が高くなっている。13～17

歳の二輪車同乗者が同乗者の死亡者の少なからぬ割合を占めていることも看過できない。 

 

図 12  1999 年～2009 年における乗用車運転者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 13  1999 年～2009 年における二輪車運転者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

図 14  1999 年～2009 年における自転車運転者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 15 1999 年～2009 年における歩行者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

図 16 1999 年～2009 年における乗用車同乗者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 17 1999 年～2009 年における二輪車同乗者の年齢別死亡率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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の 24 時間以内のデータを利用して 1999～2009 年の負傷率を道路の種類、移動形態、被害者の性

別・年齢集団別に分析した（図 18～25 に示した）。 

図 18 から、過去 10 年間で高速公路(freeways) のみが微減傾向にあることがわかる。市区道路

(urban roads) と県道(county roads) は1999 年から2008年まで、距離あたりの負傷者数において同
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図 18 1999 年～2009 年における道路の種類別負傷率 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

移動形態ごとの負傷率を分析すると（図 19）、過去 10 年間で、二輪車運転者のみが、負傷率の上昇

率が年平均で 60％を超える急激な上昇を示した。他方、バス運転者は 2004 年以降、大幅な減少を

続け、大型トラック運転者は2008 年と2009 年で微減傾向にある。バス運転者と大型トラック運転者は、

過去 2 年間、乗用車運転者と同程度の負傷率を示している。小型トラック運転者は過去 10 年間、乗

用車運転者よりやや高い程度の負傷率を示した。2009 年の車両数あたりの負傷者数を見ると、二輪

車運転者は登録車両 10 万台あたりの負傷者が 1,234 人と高い率を示している。また、同じく登録車

両 10 万台あたりの負傷者は、小型トラック運転者が 302 人、乗用車運転者が 180 人、大型トラック運

転者が 145 人、バス運転者が 137 人である。 
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図 19 1999 年～2009 年における車両の種類別負傷率 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

各種移動形態の運転者・同乗者の人口あたりの負傷者数を性別・年齢集団別に示した（図 20～25）。

図 20 を見ると、男性の 18～64 歳の乗用車運転者は同じ年齢集団の女性の乗用車運転者より高い

負傷率を示している。65 歳以上の男性乗用車運転者も同じ年齢集団の女性乗用車運転者より高い

負傷率を示しており、またこの高齢層の男性乗用車運転者の負傷率は 25～64 歳の女性乗用車運

転者よりもやや低い程度である。過去 10 年間の負傷率の変化を見ると、18～24 歳および 25～64 歳

の男性乗用車運転者は1999～2005年に急激な上昇を見せたが、2006年以降はっきりと下降に転じ

た。過去 2 年間では 25～64 歳の男性乗用車運転者の負傷率が最も高い。さらに、男性の 65 歳以

上の乗用車運転者と女性の 18～24 歳の乗用車運転者の負傷率は、過去 10 年間、緩慢ながら着実

に上昇を続けている。 

同じ性別・年齢集団ごとに比べたとき、人口 10 万人当たりの負傷者数は、二輪車運転者（図 21）が

他のすべての運転者・同乗者（図 20 および図 22～25）に比してはるかに多い。過去 10 年間の負傷

率を見ると、無免許の 13～17 歳の男女の二輪車運転者が一定数を保っている以外は、すべての性

別年齢集団が明らかに上昇傾向にある。この上昇傾向は、男女とも、18～24 歳という若年二輪車運

転者において比較的顕著である（図 21 参照）。2009 年、18～24 歳の二輪車運転者の人口 10 万人

あたりの負傷者数は、男性運転者で 3,087 人、女性運転者で 1,890 人である。 

自転車運転者もまた、過去 10 年間に負傷率の上昇を示している。13～17 歳と 65 歳以上の自転車

運転者の負傷率が比較的高い（特に男性）ことに注目すべきである。 

歩行者については、男女とも 65 歳以上の高齢者が他の性別・年齢集団より高い負傷率を示している

（図 23）。高齢歩行者の人口あたりの負傷者数は高齢の自転車運転者より少し高い程度であるが、

自転車運転者と異なり、歩行者では高齢女性の方が高齢男性より負傷率が高い。負傷率において、
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自転車運転者と歩行者で高齢男女が逆転するのは、男女でこれら二種の移動形態の利用のしかた

が異なるからかもしれない。 

乗用車同乗者については（図 24）、男女とも 18～24 歳という若年層の負傷率が高く、またその場合、

女性が男性より高い。図 25 を見ると、二輪車同乗者では 18～24 歳のほかに 13～17 歳も比較的負

傷率が高いことがわかる。その場合、2003 年以降はどちらの年齢集団においても女性が男性より高

い。また 18～24 歳の女性の二輪車同乗者は並外れて高い事故負傷率を記録している。さらに、

2003 年以降、男女とも 12 歳未満の児童の同乗者が緩慢ながら着実に上昇を続けていることも見逃

してはならない。 

 

 
図 20  1999 年～2009 年における乗用車運転者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 21 1999 年～2009 年における二輪車運転者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

図 22 1999 年～2009 年における自転車運転者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 23 1999 年～2009 年における歩行者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

図 24 1999 年～2009 年における乗用車同乗者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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図 25 1999 年～2009 年における二輪車同乗者の年齢別負傷率 

（グラフの青色は男性、赤色は女性） 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

3.3 国際比較 

すでに述べたように、台湾では過去 10 年間に事故死亡率は低下したが、事故負傷率は上昇した。

死亡率は国際比較の最も一般的な指標の一つである――ただし、先進国の中にはEUなど、事故に

よる負傷の防止に焦点を当てている国もある(European Commission, 2010)。交通安全対策を他の先

進諸国と比較するため、我々は 30 日以内の推定死者数のデータを用いて 1998～2008 年の人口あ

たりの死亡率を計算し（台湾に関しては2003 ～2008 年のデータのみ）、図 26 に示した（詳細な数値

は付録 7 に掲載）。図 26 を見ると、台湾は 2006 年に人口 100 万人あたりの死亡者数が 191 人であ

ったが、2008 年にはそれが 150 人まで減少している。スウェーデン、英国、日本、ノルウェーなど、

2008 年の人口 100 万人あたりの死亡者数が 50 人以下の優良国と比較すると、台湾の交通事故死

亡率はその 3 倍である。またそれは、OECD 諸国の平均および EU 諸国の平均の 1.8～1.9 倍である。

したがって、死亡率は近年低下したものの、台湾には依然として、特に二輪車の使用、高齢の道路

利用者、主要な事故原因である飲酒運転など特殊な問題に関して改善の余地が大いにあるように

思われる。 
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図 26 1998 年～2008 年における 30 日以内の死亡率の国際比較 

出典：Institute of Transportation (2011b) 

 

 

4. 交通安全関連諸機関 

道路交通安全事業推進のため、台湾では 1983 年、交通部(Ministry of Transportation & 

Communications; MOTC)の下に道路交通安全督導委員会(National Road Traffic Safety Committee; 

NRTSC)が設立された。これは、全国の道路安全関連の行政機関に対する計画と監督に責任をもつ

機関である。また、教育部(Ministry of Education)、内政部(Ministry of the Interior)、警政署

(Administration of Police)（内政部の下部組織）、新聞局(Government Information Office)（行政院

(Executive Yuan)の下部組織）、衛生署(Department of Health)（行政院の下部組織）、台湾区国道高

速公路局(Taiwan Area National Freeway Bureau)（交通部の下部組織）、公路総局(Directorate 

General of Highways)（交通部の下部組織）、運輸研究所(Institute of Transportation)（交通部の下部

組織）、および 25 の関連地方自治体を含む中央ならびに地方行政機関からの代表者や、学者・専

門家を集めて委員会を形成し、月例会議を開いている。会議では交通安全問題を検討し、全国およ

び市当局の安全計画の実行を監督する。道路交通安全督導委員会は次の 3 つの機能を有する。 

（1) 道路交通安全のための特別プログラムと、実施にあたっての調整と監督を強化する。 

（2) 中央政府および地方自治体の助成を受けた交通安全プログラムの計画・支出・実施状況を審
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（3) 道路安全法規の改定を勧告する。 
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すべての地方自治体に NRTSC の活動に対応するための特別委員会が設置されている。高速公路

(freeways)、省道(provincial roads)、一部の県道(county roads) の補修・管理は中央政府が行うが、

市区道路(urban roads)、ほとんどの県道(county roads)、郷道(rural roads) については地方自治体

が行う。NRTSC の年間予算は国内の燃料税の税収の 1.76％を基礎としている。近年ではこれは年

間 3 億新台湾ドル（1,000 万米ドル）程度である。 

道路の安全向上という使命の支援のために、専門機関の設置に加えて MOTC はまた、1982 年以降

3 年ごとに「高速道路交通の秩序と安全の向上プロジェクト」を開始し推進している。NRTSC が実施

するこのプロジェクトは、交通の秩序と安全の強化、自動車事故による死亡者・負傷者・経済的損失

の減少を目的としている。この目的を達成するために、NRTSC は交通工学、法の施行、教育、宣伝

活動、車両監督などの相互リンクを通じて、中央政府および地方自治体の計画や年次実施プログラ

ムとの調整を図っている。 

現在進行中の 2011 年プロジェクトは第 10 次三ヵ年プロジェクト（2010～2012 年）の 2 年目に当たる。

近年、二輪車運転者・高齢者・飲酒運転者の事故の減少という 3 つの主要な問題に焦点が当てられ

ている。これらの最近の課題の中で、NRTSC は 2010 年 7 月以来、「歩行者の通行権」プロジェクトを

提唱している。これは、「交差点に車両が進入してきたときの歩行者の優先権」という概念を推進する

ものである。さらに、NRTSC が焦点を当て続けている重要なプログラムとして、「台湾地区における事

故多発地域の改良プロジェクトの実施」や「二輪車の正しい乗車法」のような工学による改善と、「飲

酒者の運転の抑止」や「法律および教育による二輪車のヘルメット使用の促進」のような法の施行に

よる改善がある。工学による改善や法の施行による改善に加え、NRTSC は、交通安全プロパガンダ

による交通事故の危険に対する人々の意識改善を推進している。 

 

 

5. 交通安全対策における変遷 

5.1 主要な事故原因 

台湾における交通安全対策の変化について論じるためには、近年の主要な交通事故原因の傾向を

確認しておくことが有用である。図 27 は、過去 10 年間における A1 事故の原因上位 6 項目――飲

酒運転、不注意運転、道を譲らない、信号または標識の無視、不適切な右左折、速度オーバーによ

る操作ミス――の変化を示している。原因の上位 6 項目の合計は主要な原因総数の 60％～70％を

占める。飲酒運転は 2006 年をピークとしてその後 3 年連続で減少しているが、2006 年以降も原因の

トップである。これに対し、不注意運転は減少傾向にある。過去 10 年間で、道を譲らない、信号また

は標識の無視はわずかに増加し、不適切な右左折はわずかに減少している。主要な事故原因のう

ち最も劇的な変化を示しているのは、速度オーバーによる操作ミスである。これは2000年に第2位で

あったが、その後減少し、2009 年には第 6 位となっている。しかしながら、警察が主要な原因 1 項目

のみを記録するよう求めた結果、速度違反は概して軽視されていると思われる。依然としてそれは台

湾における深刻な問題であると考えられる。 
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図 27 2000 年～2009 年における事故原因上位 6 項目 

出典：National Road Traffic Safety Committee (2010) 

5.2 交通安全対策 

上に述べたように、3 年に一度発表される「高速道路交通の秩序と安全の向上プロジェクト」は 1982

年以降、中央政府および地方自治体の交通安全対策の基本ガイドラインとなっている。このプロジェ

クトは基本的に、Ｅで始まる 3 つの対策――Engineering（工学）、Enforcement（法の施行）、

Education（教育）――を重視している。これらは国際的な安全対策機関において交通安全問題に取

り組む際に広く適用されているものである。しかし、台湾では法の施行が最も効果的な施策であるよ

うに思われる。事故発生率と召喚対象あるいは罰金対象の交通違反件数とが反比例の関係をなし

ているならば、法の施行が有効であるとの印象が強まるかもしれない。図 28 は、2002～2010 年にお

ける事故発生率と召喚対象あるいは罰金対象の交通違反とが逆相関の関係にあることを示している。

したがって、台湾の交通安全政策における重要な変化は交通法および交通規則の数回の相次ぐ改

正であると見做すことができるかもしれない。さらに、台湾における二輪車台数の多さと二輪車事故

の割合の高さ――ここから、二輪車運転者のための特別の工学的計画が生まれた――とは、安全

性に関して独特の意味合いをもつと言えるかもしれない。 
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図 28 1966 年～2010 年における事故発生率と召喚対象 

および罰金対象の交通違反との関係 

出典： Ministry of Transportation and Communications (2011) 

 

5.2.1 法改正 

二輪車運転者のヘルメットの強制的着用、自動車の前部座席シートベルトの強制的着用、飲酒運転

に対する処罰の厳重化など、台湾における事故防止のための数回に及ぶ法改正は効果があったと

見られている。 

運転時の拘束物の強制的使用を定める法律は、二輪車が 1996 年、自動車が 1985 年に初めて制定

された（表 3 参照）。二輪車のヘルメット着用は 1981 年に広告とキャンペーンを通じて推奨されたが、

その時点では違反に対する処罰はなかった。二輪車運転者のヘルメットの強制的着用を定める罰

金刑つきの法律は 1996 年に施行された。自動車のシートベルト着用を定める法律は 1985 年に高速

公路(freeways)走行時および前部座席での使用に限定されていたが、1996 年には快速公路

(expressways)に、2001 年には一般道路に拡大された。高速公路走行時のシートベルト非着用に対

する罰金は他のすべての道路に対するものより高い。また 2001 年には一般道路走行時の前部座席

のシートベルトの強制的着用のほかに、幼児用シートの強制的使用を定める法律も施行され、これ

については2005年に違反運転者に対する罰金金額が引き上げられた。海外での実施に伴う好結果

を受けて、来たる 2012 年にはシートベルトの強制的着用の対象が後部座席にまで拡大される予定

である。 

ヘルメットとシートベルトの強制的着用は 15 年以上実施されているが、どちらも着用率の大規模な標

本調査は一度も行われていない。最近行われた簡易の標本調査を見ると、拘束物の使用の施策に

は依然、大いに力を入れるべきであることがわかる(Institute of Transportation, 2012)。それは例えば、

二輪車運転者のヘルメットについては非着用率は低い（5％未満）ものの、着用のしかたが不適切な

場合の割合は高く(15％超)、また自動車のシートベルトについては、前部座席の非着用率が高く

（5％～60％強）、後部座席の非着用率はきわめて高い(95％超)といったように、台湾の諸都市にお

いて大いに改善の余地があるからである。 
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表 3 ヘルメットおよびシートベルトの強制的着用に関する法改正 

目標 日時 改正内容 

二輪車のヘル

メット着用 

1981 年 7 月 17 日 ◆ヘルメット着用を推奨する特別法規の成立、ただし違反に

対する処罰はなし 

 1996 年 12 月 31 日 ◆運転者・同乗者のヘルメットの強制的着用の施行、違反者

は 500 新台湾ドルの罰金  

自動車のシー

トベルト着用 

1985 年 3 月 1 日 ◆高速公路(freeways)走行時の前部座席シートベルトの強制

的着用の施行（高速公路に関する交通法規による規定）、違

反者は 500 新台湾ドルの罰金（1986 年 5 月 13 日に 1,000 新

台湾ドルに金額を変更、1996 年 12 月 31 日以降は 3,000 新台

湾ドル） 

 1996 年 12 月 31 日 ◆快速公路(expressways)走行時の前部座席シートベルトの強

制的着用の施行、違反者は 1,500 新台湾ドルの罰金 

 
2001 年 1 月 2 日 

 

◆前部座席シートベルトの強制的着用を一般道路に拡大、違

反者は 1,500 新台湾ドルの罰金 

◆幼児用シートの強制的使用に関する法規に違反した運転

者に対する罰金を 500 新台湾ドルとする 

◆高速公路走行時の前部座席シートベルトの強制的着用が

交通法により正式に規定されるが、違反者に対する罰金 3,000

新台湾ドルに変更なし 

 2005 年 12 月 9 日 

 

◆幼児用シートの強制的使用に関する法規の違反に対する

罰金を 1,500～3,000 新台湾ドルに引き上げる 

◆4 歳未満あるいは体重 18 kg 以下の幼児に対する幼児用シ

ートの使用を明確に規定 

 2011 年 4 月 22 日 

（2012 年施行） 

◆シートベルトの強制的着用を後部座席乗員に拡大 

◆快速公路走行時のシートベルト着用義務違反に対する罰

金を、高速公路の場合と同様に 3,000 新台湾ドルに引き上げ

る 

出典：The Legislative Yuan: Legal System Database (2012) 

  

飲酒運転に関する法改正はつねに主な焦点となっている。それは、2002 年以降、飲酒運転が交通

事故の主要原因の上位 2 位を下らないからである。台湾では、飲酒運転防止のために二種の法律

――行政法と刑法――の改正が行われている。行政法における飲酒運転者に対する血中アルコー

ル濃度(BAC)基準は 0.05％である（交通法規によって規定）。酩酊によって「安全運転が不可能」な

運転者の BAC 基準は、刑法においては厳密には規定されていない。しかし、実際には 0.11％という

値が大多数の裁判官によって受容されている。 

飲酒運転を取り締まる行政法は 1996 年以降、大規模な改正が行われている。法の適用範囲は、薬

物使用の運転者やアルコール呼気検査を拒絶した飲酒運転容疑の運転者に拡大されている。免許

停止や免許取り消しといった対策が講じられ、違反者に対する罰金の額が大幅に引き上げられてい

る（表 4 参照）。終生免許取り消しは事故によって被害者が重傷を負ったあるいは死亡した場合に限
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って1996年の行政法に採用されたが、2005年、違憲として放棄された。しかし、長期の免許取り消し

は今でも適用されている。飲酒運転を処罰する刑法は 1999 年に施行された。最近の改正（2011 年）

によって悪質な飲酒運転者に対する罰金額と収監期間の引き上げがなされた（表 5 参照）。 
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表 4 飲酒運転に関する行政法の改正 

法の種類 日時 改正内容 

飲酒運転に関す

る行政法  

1975 年 7 月

11 日 

◆飲酒運転者は罰金 300～600 新台湾ドル、その場で運転禁止 

◆被害者が重傷あるいは死亡の場合、飲酒運転者は 3 年間の免許

取り消し（飲酒運転の基準は BAC が 0.05％超） 

 1986 年 5 月

13 日 

◆飲酒運転者に対する罰金を 900～1,800 新台湾ドルに引き上げ 

 
1996 年 12 月

31 日 

◆飲酒運転者に対する罰金を 6,000～12,000 新台湾ドルに引き上

げ 

◆薬物使用の運転者とアルコール呼気検査を拒否した飲酒運転容

疑の運転者にも 6,000～12,000 新台湾ドルの罰金 

◆上記の違反者に対し、負傷者が発生していない場合は 6 ヶ月間

の、負傷者が発生している場合は 1 年間の免許停止 

◆被害者が重傷あるいは死亡の場合、上記違反者は終生免許取り

消し 

◆無免許運転あるいは飲酒運転による被害者が重傷あるいは死亡

の場合の判決について、懲役期間を半分延長 

 
2001年1月2

日 

◆飲酒運転者、薬物使用者、アルコール呼気検査を拒否した飲酒

運転容疑の運転者に対する罰金を16,000～60,000新台湾ドルに引

き上げ 

◆上記違反者の免許停止期間を、負傷者が発生していない場合は

6 ヶ月を 1 年間に、被害者が負傷した場合は 1 年間を 2 年間に延長

 
2005 年 12 月

9 日 

◆負傷者の有無にかかわらず、飲酒運転の場合、営業用大型車運

転者の免許は 4 年間取り消し 

◆終生免許取り消しが違憲と判断され、飲酒運転者、薬物使用の運

転者、アルコール呼気検査を拒否した飲酒運転容疑の運転者に対

する終生の免許取り消しを解除。免許取り消し期間は、事故の被害

者が負傷、重傷、死亡のいずれかに応じてそれぞれ 8 年、10 年、12

年 

出典：The Legislative Yuan: Legal System Database (2012) 
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表 5 飲酒運転に関する刑法の改正 

法の種類 日時 改正内容 

飲酒運転に関する

刑法 

1999年3月30

日 

◆薬物、アルコール、その他類似物質を服用し、安全運転が

不可能な運転者は、懲役 1 年以下、拘留、あるいは 30,000 新

台湾ドル以下の罰金刑。（「安全運転が不可能」とは、事実上

BAC が 0.11％超であるか、裁判官の判断による）  

 2007 年 12 月 18

日 

◆罰金を 150,000 新台湾ドル以下に引き上げ 

 2011 年 11 月 9

日 

◆懲役 1 年以下の判決について、これを懲役 2 年以下に延

長。ただし、被害者に重傷を与えた場合は 6 ヶ月～5 年以下、

被害者を死亡させた場合は 1 年～7 年以下に延長。 

◆罰金を 200,000 新台湾ドル以下に引き上げ。 

出典：The Legislative Yuan: Legal System Database (2012) 

 

年次を追って見ると（図 29 を見よ）、ヘルメットの強制的着用を定める 1996 年の法律は事故死者の

減少に大いに効果があったように思われる。その後 1999 年の刑法改正、2001 年の飲酒運転に対す

る罰金金額の引き上げ、シートベルトの強制的着用を定める法律と続き、死亡者は着実に減少した。

しかし、2003 年から 2006 年までは交通事故による死亡者は増加傾向に転じている。 

2005 年の法改正では、最高制限速度の時速 60 キロを超える速度違反が危険運転に含められ、違

反者に 6,000～24,000 新台湾ドルの罰金が科されることとなった。しかし、速度対策が功を奏して

2006～2010 年の死亡者数減少の第二波をもたらしたという証拠はないように思われる。むしろ逆に、

2005 年の全般的速度制限に関する法改正は、警察の柔軟な法執行を制限していた。すなわち、速

度測定カメラの設置箇所についてカメラより前の地点で予め知らせておくこととされたのである。科学

的根拠はないが、2007～2010 年の死亡者数の減少は、2007 年初頭から始まった飲酒運転や信号

無視などいくつかの違反行為に対する警察の取り締まりの強化によるものと考えられる。 
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図 29 1991～2010 年の主要な交通法改正 

出典：Department of Health (2011), Institute of Transportation (2011a), Ministry of Transportation and 

Communications (2011), The Legislative Yuan: Legal System Database (2012) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.2 二輪車走行のための工学的設計 

すでに述べたとおり、二輪車運転者は負傷事故において大きな割合を占めており、事故の結果も悲

惨である。自動車と二輪車運転者の稠密な混在が事故のリスクを高めていると言える。そこで台湾で

は、エンジン排気量 250 cc 未満の二輪車と自動車の走行を分離するためのいくつかの特別の設計

が採用されている（表 6 参照）。 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009
Year

Person

Police-reported Fatality (within 24 hr) 
Medical System Reported Fatality
Estimated Fatality (within 30 days)

1996 Life-time 
License Revocation 
for Serious Drunk 
Driving 

2005 Rising Fines for 
Dangerous Speeding  

2001 Rising Fines 
for Drunk Driving 1996 Mandatory 

Helmet Law 

2001 
Mandatory 
Seatbelt Law 

1999 Penalty 
Law for Drunk 
Driving 

（凡例） 
Police-reported Fatality (within 24 hr)  警察発表の死亡者（24 時間以内） 
Medical System Reported Fatality   医療機関発表の死亡者 
Estimated Fatality (within 30 days)  推定死亡者（30 日以内） 
 
（グラフ） 
1996 Mandatory Helmet Law   1996 年 ヘルメットの強制的着用を定める法律 
1996 Life-time License Revocation for  1996 年 悪質な飲酒運転に対する終生免許取り消し 

Serious Drunk Driving  
1999 Penalty Law for Drunk Driving  1999 年 飲酒運転に関する刑法 
2001 Mandatory Seatbelt Law   2001 年 シートベルトの強制的着用を定める法律 
2001 Rising Fines for Drunk Driving  2001 年 飲酒運転に対する罰金金額引き上げ 
2005 Rising Fines for Dangerous Speeding 2005 年 危険なスピード違反に対する罰金金額引き上げ 
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交差点における分離の施策として、《二段階左折》と内側の（＝片側三車線以上の道路の右端でも

左端でもない走行車線）《二輪車通行禁止車線》がある。左折する二輪車運転者は、横断方向の停

止線の前で一旦停止し、その方向の信号が青になってから発進しなければならない。これは通常、

片側二車線を超える道路に適用されている。また、停止線後方にある《二輪車専用停止区域》によっ

て、自動車の前方に、青信号を待つ二輪車運転者だけのスペースが確保される。《二輪車専用車

線》は二輪車運転者専用の分離車線スペースである。《二輪車優先車線》もまた主に二輪車運転者

のための分離車線スペースであるが、自動車が路肩への駐車もしくは次の交差点での右折のため

にここに入ってくる場合がある。道路のスペースに限りがあるため、現実には、《二輪車専用車線》や

《二輪車優先車線》より、《二段階左折》、内側の《二輪車通行禁止車線》、停止線後方の《二輪車専

用停止区域》が設置される傾向にある。 

拙論(Yeh, 2011)では、2009 年の A1 事故および A2 事故のデータをもとに路上での位置ごとに二輪

車の負傷率を調べた。それによると、低速走行車線（設置されている場合には、時速 40 キロ走行規

制、一番右側の混合交通の車線）と比べたとき、内側の自動車用高速走行車線（通常二輪車は通

行禁止）が 51％、《二輪車優先車線》が 28％負傷率が高かった。他方、《二輪車専用車線》は低速

走行車線と比べて 14％低かった。また、交差点での右折と比べたとき、負傷リスクは、二輪車の直接

左折が 93％高く、直進は 3 倍であった。こうした結果から、《二段階左折》と《二輪車専用車線》が二

輪車運転者を保護する機能を提供すると言えるかもしれない。 
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表 6 二輪車用の交通工学的設計 
設計タイプ 日時 路面表示 

二輪車専用車線 1978 年 11 月 30 日 

 
二輪車二段階左折 1989 年 12 月 15 日 

 

 
 

二輪車通行禁止車線 1989 年 12 月 15 日  
 
 
 
 
 
 
 
 

二輪車優先車線 2000 年 7 月 13 日  
 
 
 
 
 
 
 
 

二輪車専用停止区域 2003 年 9 月 24 日  
 
 
 
 
 
 
 

出典：Ministry of Transportation and Communications: Administrative Traffic Law and 
Regulation Database (2012) 
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6. 結論 

台湾における交通安全対策の進展は、過去 20 年間の交通事故死亡者の減少を大いに前進させた。

それは、ヘルメットおよびシートベルトの強制的着用や飲酒運転に対する処罰の厳重化を含む、数

回の法改正に主な功績があったと言えるかもしれない。また、それらの改定規則の発効には、法の

施行の強化も一役買った。 

悪質な飲酒運転に対する懲役判決の厳重化と罰金金額の引き上げに関する刑法の新たな改訂の

効果については、さらに詳細な検討が必要である。また、割合においても結果の深刻度においても

重大な二輪車の関与する事故は、台湾の交通安全の促進における主要目標である。しかしながら、

二輪車運転の安全成績を高めるには、運転者のトレーニングシステムや交通工学的設計など、構造

的障壁を変えることが必要である。台湾では、高齢化社会の到来とともに、高齢の道路使用者の安

全が否応なく最重要課題になりつつある。来るべき新たな課題に立ち向かうためには、今後ともこうし

た安全問題に関するいっそうの研究、評価、制度的変更がなされなければならない。 
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付録 1  台湾の人口 

年次 総人口 男 女 

1974 15,927,167 8,354,012 7,573,155 

1975 16,223,089 8,501,391 7,721,698 

1976 16,579,737 8,678,165 7,901,572 

1977 16,882,053 8,829,635 8,052,418 

1978 17,202,491 8,991,263 8,211,228 

1979 17,543,067 9,160,239 8,382,828 

1980 17,866,008 9,320,105 8,545,903 

1981 18,193,955 9,479,508 8,714,447 

1982 18,515,754 9,636,285 8,879,469 

1983 18,790,538 9,769,572 9,020,966 

1984 19,069,194 9,904,853 9,164,341 

1985 19,313,825 10,023,344 9,290,481 

1986 19,509,082 10,114,710 9,394,372 

1987 19,725,010 10,217,434 9,507,576 

1988 19,954,397 10,328,081 9,626,316 

1989 20,156,587 10,424,102 9,732,485 

1990 20,401,305 10,540,635 9,860,670 

1991 20,605,831 10,640,276 9,965,555 

1992 20,802,622 10,734,609 10,068,013 

1993 20,995,416 10,824,161 10,171,255 

1994 21,177,874 10,907,032 10,270,842 

1995 21,357,431 10,990,657 10,366,774 

1996 21,525,433 11,065,798 10,459,635 

1997 21,742,815 11,163,764 10,579,051 

1998 21,928,591 11,243,408 10,685,183 

1999 22,092,387 11,312,728 10,779,659 

2000 22,276,672 11,392,050 10,884,622 

2001 22,405,568 11,441,651 10,963,917 

2002 22,520,776 11,485,409 11,035,367 

2003 22,604,550 11,515,062 11,089,488 

2004 22,689,122 11,541,585 11,147,537 

2005 22,770,383 11,562,440 11,207,943 

2006 22,876,527 11,591,707 11,284,820 

2007 22,958,360 11,608,767 11,349,593 

2008 23,037,031 11,626,351 11,410,680 

2009 23,119,772 11,636,734 11,483,038 

2010 23,162,123 11,635,225 11,526,898 

出典：Ministry of the Interior (2011) 
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付録 2  台湾の道路総延長および道路密度 

年次 
総延長 

(KM) 

高速公路 

(KM) 

省道 

(KM) 

県道 

(KM) 

郷道 

(KM) 

専用道路

(KM) 

市区道路 

(KM) 

道路密度 

(M/KM 2) 

1966 15,040 ─ 2,264 2,733 9,762 281 ─ ─ 

1971 15,747    ─ 2,471 2,725 10,216 335 ─ ─ 

1976 17,100 44 3,892 2,332 10,459 373 ─ ─ 

1981 17,522 373 3,981 2,330 10,451 386 ─ ─ 

1986 19,885 382 4,107 2,612 12,396 388 ─ ─ 

1991 28,472 382 4,062 2,613 12,429 387 8,600 791 

1996 32,778 484 4,246 2,533 12,465 390 12,660 910 

2000 35,750 608 4,447 2,455 12,475 390 15,375 993 

2001 36,445 718 4,515 3,401 11,630 390 15,791 1,012 

2002 37,016 789 4,573 3,426 11,613 414 16,201 1,028 

2003 37,289 872 4,621 3,426 11,613 414 16,343 1,036 

2004 37,918 901 4,680 3,359 11,639 414 16,925 1,053 

2005 38,517 912 4,721 3,360 11,653 414 17,457 1,070 

2006 39,285 954 4,843 3,358 11,654 414 18,062 1,091 

2007 39,521 954 5,000 3,360 11,654 414 18,139 1,098 

2008 40,306 993 5,024 3,484 11,560 396 18,849 1,119 

2009 40,860 993 5,092 3,518 11,765 396 19,096 1,135 

2010 41,383 993 4,984 3,544 11,765 396 19,701 1,149 

出典：Ministry of Transportation and Communications (2011) 
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付録 7 先進国における死亡率（人口 100 万人当たり） 

年次 

国 
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

台湾 ─ ─ ─ ─ ─ 164 174 191 193 163 150

米国 154 153 149 148 149 147 146 147 143 136 123

韓国 226 232 218 171 152 151 136 132 131 127 121

ニュージーランド 132 134 121 118 103 115 107 99 95 100 86

カナダ 97 98 95 90 93 87 85 91 89 83 82

OECD 諸国合計 120 117 114 109 109 103 99 96 93 90 82

EU27 か国 123 120 117 112 110 103 96 91 87 86 79

ノルウェー 79 68 76 61 68 61 56 49 52 49 53

日本 95 92 93 89 85 78 75 70 65 52 47

英国 62 62 62 63 63 62 57 55 55 50 43

スウェーデン 60 65 67 65 63 59 53 49 49 51 43

註：事故後 30 日時点における（またはそのように推定される）死亡者数 

出典：Institute of Transportation (2011b) 
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